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～E ランク（新人公務員）に分けられた。E ランクの人の場合、1 カ月当たりの
割当は、米 13 キロ、肉 300 グラム、砂糖 100 グラムであった。食料品がいつ
も不足していたから、商品が入荷する時、配給所の前にはいつも長い行列があ
った。売り切れた場合、次回の入荷時期が未定だから、国民は、できるだけ商



































































                                                   
(2) 末廣昭「発展途上国の開発主義」、東京大学社会科学研究所（編）『20 世紀システム４開




























それに対して、ベトナムは、第 2 次世界大戦から国家統一の 1975 年までの
30 年間においてフランスやアメリカとの戦争があったので、国家の全ての資源
                                                   
(5) 岩崎育夫『アジア政治を見る眼―開発独裁から市民社会へ』中央公論新社、2001 年、160
頁。 


































                                                   
(9) 岩崎、同前書、174 頁。 










2000 年から 2007 年までの時期が終わった後、ベトナムの成長率は、低下する
傾向がある。「政府」（添付資料（3）を参照）は、8.3％の成長率を達成した 2007






め政策の影響を受けて 2011 年の成長率は 5.9%となり、前年と比べ鈍化した。
さらに、2012 年に、「政府」は、年頭に GDP 成長率の目標を 6％とし、同年 11
月に 5.2％に修正したが、結果は 5％となった。この GDP 成長率は、過去 10 年




まっていたが、2005 年、2006 年に入ると 7％～8％に上がった。成長の質はま
だ不十分であり、2008 年 5 月のインフレ率は 25.2％まで上昇した。インフレの
影響を受けたから、前年と比べて 2007 年の消費者物価指数（CPI）は 8.3％増
加したが、2008 年は CPI が前年より 22.97％へ上昇した。2005 年から 2008 年
                                                   
(11) GDP 成長率はベトナム計画投資省の統計総局（以下、統計総局と呼ぶ）の 2007 年、2008





支の黒字は 15 億ドルであったが、2002 年に入ると 30 億ドルの赤字になった。
2003 年の貿易収支の赤字は 65 億ドルになり、2004 年は 85 億ドルまでに増大
した。2005 年と 2006 年の赤字は 46 億ドル下がったが、2007 年は貿易収支赤
字が 146 億ドルまで急激に増加した。外貨準備金がまだ少ないベトナムには、
貿易赤字が続くと、対外支払い能力がなくなる恐れがある。(13) 








り、2011 年の信用成長率は、10.9％となり、政府決議第 11 号での目標であっ
た 20％を大きく下回った。インフレ率も 2011 年 8 月に前年同月比 23.0％を
記録して以来、徐々に低下した。(15) 
こうした強い金融引き締め政策によってインフレを抑制する目的は成功した




                                                   
(12) Tong cuc thong ke（統計総局）のホームページ（http://www.gso.gov.vn） 












II」を促進することが必要だという主張が見られる。例えば、2009 年 1 月 26




















                                                   










また、2011 年 9 月 30 日の Vneconomy（ベトナム経済）新聞のインタビュー記








学ぶことが必要であると考えている。そのため、本論文は 2 つの視点に立つ。 







された。さらに、ASEAN 及び WTO の国際組織の参加、民主化の運動に関する
影響を受けたことから、従来のような一方的・命令的・強制的な行政を実施で
                                                   
(17) Tran Van Tho（トラン・ヴァン・トゥ）,“Da qua roi mot thoi doi moi”(ドイモイ時期が
終わった), Thoi bao kinh te Saigon（サイゴン経済時報）, 第 5・6 号, 2009, p.29. 















企業は 1 社もなかったが、その後、外国直接投資は、1995 年にはベトナムの











                                                   
(19) ドイモイ以降の 1987 年に、外国投資のみを対象とする外国投資法が制定された。外国











界第 2 位の経済発展国になった。アメリカの有名な経済学者 Chalmers Johnson
（チャーマーズ・ジョンソン）は、戦後の日本の高度成長システムの誕生につ
















                                                   
(21) チャーマーズ・ジョンソン、矢野俊比古（監訳）『通産省と日本の軌跡』TBS ブリタニ
カ、1982 年、260 頁。 
(22) ジョンソン、同前訳書、261 頁。 
(23) 世界銀行、白鳥正喜（監訳）『東アジアの奇跡―経済成長と政府の役割』東洋経済新報
社、1994 年、100 頁。 









































第 2 節．論文構成 
 
本論文は、上記の分析視点に基づいて全 5 章から構成される。第 1 章は、ま
ず「ドイモイ I」の時期区分について述べる。第 2 章および第 3 章は「ドイモイ
I」の誕生を中心として「ドイモイ I」以前と「ドイモイ I」以降の政治行政シス












イ I」以降の 1987 年から 2005 年までの個別投資法期、2005 年から現在までの
共通投資法期である。 
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次いで、第 3 章の狙いは、「ドイモイ I」の全体像、「ドイモイ I」の推進によ
り、外国投資政策の変化と政治行政システムの開放化をもたらされたことにつ
いて分析することである。最初に「ドイモイ I」の誕生要因と形成過程を分析し













































第 1章：「ドイモイ I」の時期区分 
 
 
第 1 節．戦後ベトナム史における「ドイモイ I」導入の位置付け 
 
インドシナ半島の東側海岸線を南北 2000 キロメートルにわたって独り占め






8 月に第二次世界大戦が終結し、日本の無条件降伏を機に、8 月 19 日に全国蜂
起・八月革命が始まった。8月 30日フエでは阮朝の最後の王様である Bao Dai
（バオ・ダイ）帝が退位した。ポツダム宣言によるベトナムでの日本軍の武装
解除は、北部は中国、南部はイギリスが行うはずだったが、8月 29日臨時政府
が樹立され、 9月 2日の Ho Chi Minh（ホー・チ・ミン）によるベトナム民主
共和国の独立宣言で独立を回復した。 
しかし、旧植民地の再支配を謀るフランス軍が 1945年 9月末に Sai Gon（サ
イ・ゴン）の支配権を奪取したことで、ベトナム民主共和国との武力衝突が発
生した。その以降、ベトナムとフランスの独立戦争が本格化することになった。
この独立戦争が 9年間続いて、1954年 5月にベトナム民主共和国は Dien Bien 
Phu（デイエン・ビエン・フー）でフランス軍と戦って歴史的勝利を勝ち取った。






























                                                   
(1) ベトナム歴史の詳細は、Vien su hoc（ベトナム歴史研究所）, Viet Nam nhung su kien lich su 




























済は急速な発展を遂げた。1992年～1997年の 6年間の GDP成長率は 8～9％で
あったが、アジア経済通貨危機の影響で 1998 年が 5.8％、1999年が 4.8％と一
時低下した。しかし、2000年、2001年は 6.8％、2002年 7％、2003年 6.9％、
                                                   
(3) 旧ソ連のペレストロイカについては、ロバート・ウィリアム デイヴィス『ペレストロイ
カと歴史像の転換』岩波書店、1990年を参照されたい。 





～2000 年の 10 年間で GDP は 2.07 倍に増加したし、農業では従来の穀物輸入
国から一挙に米輸出高世界第 2位にまで発展した。さらに、外資投資が増加し、
ASEAN、アジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Cooperation：APEC）、
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と経済建設』勁草書房、1992年；レ・タン・ギエップ 『ベトナム経済の発展過程』三恵社、2005年；Chu Van Lam（ツ・ヴァン・
ラム）, “45 nam Nong Nghiep Viet Nam”（ベトナム農業：45年の歩み）, Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タプ）, 45 nam Kinh te Viet Nam
（ベトナム経済：45年の歩み）, Nha xuat ban khoa hoc xa hoi（社会科学出版社）, 1990；Thanh Son（タン・ソン）, “45 nam xay dung va 
phat trien nen Cong Nghiep Viet Nam”（ベトナム工業：45年の発展過程）, Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タプ）, 45 nam Kinh te Viet Nam
（ベトナム経済：45年の歩み）, Nha xuat ban khoa hoc xa hoi（社会科学出版社）, 1990；矢島金次・窪田光純『ドイモイの国ベトナム』
同文舘出版社、1994年；鎌田隆『ベトナムの可能性―ドイモイの「未来社会像」』シイーム、2006年；Nguyen Phu Trong（グエン・
フー・チョン）, Doi moi va phat trien o Viet Nam- Mot so van de ly luan va thuc tien（ベトナムにおけるドイモイと発展―理論および実践




第１項 「ドイモイ I」以前の時期区分 
 
「ドイモイ I」以前の農業分野および工業分野には、Le Thanh Nghiep（レ・タ





ている。そして、1954 年から 1965 年までの期間に対しては、レ・タン・ギエ
ップは、農業分野では 1 期間をとし、工業分野では 2 つの期間に区分した。タ








の期間（1965 年～1975 年）。（4）統一後、社会主義化の期間（1975 年～1986
年）。 
 
第 2項 「ドイモイ I」以降の時期区分 
 
以下は、「ドイモイ I」に関する矢島鈞次と窪田光純、鎌田隆、Nguyen Phu 
Trong（グエン・フー・チョン）の時期区分である。 
まず、矢島鈞次と窪田光純は、第 6、第 7、第 8の党大会の開催時期に基づい
24 
 
てベトナムの「ドイモイ I」を 3段階に分けている。(8) 
1)「ドイモイ I」の初期段階（1986 年の第 6 回党大会から 1991 年の第 7 回党
大会まで） 



























1) 第１段階（萌芽期、1979年 8月～1985年 6月） 
次にみるグエン・フー・チョンの見解と同様に、「ドイモイ I」の「第 1 の突
破口」は l979年 8月の第 4回党大会第 6回中央執行委員会総会であるとされる。
「ドイモイ I」の萌芽を戦争中に求め、従来の配給制からの脱却、各地における
請負制の実施などは、「なお荒削りで、まだ基本的でも全面的でもなかった」が、
確実に意義ある出発点であったとする。1982 年 12 月の第 5 回党大会第 6 回中
央執行委員会総会では、〈保守派〉による政策のゆり戻し（社会主義的改造の再
強調など）があった。 
2) 第 2段階（調整期、1985年 6月～1986年 8月） 
第 1 段階は 1979 年から 1985 年までであるが、「ドイモイ I」直前の 1985 年
の大切さを強調するために、わずか 1年間を第 2段階として区分している。1985
年 6 月の第 5 回党大会第 8 回中央執行委員会総会で、国家による中央集権的計
画経済からの訣別、現物配給制の廃止、独立採算制の導入などが提案された。











3) 第 3段階（全面的提起期、1986年 12月～1996年 6月） 








4) 第 4段階（「ドイモイ I」展開期、1996年 6月から 2006年４月まで） 
「ドイモイ I」の展開のなかで、1996 年 6 月の第 8 回党大会は、ベトナムが
「経済社会危機を脱した」ことを確認したが、その土台のもとに 90年代は、GDP




5) 第 5段階（「ドイモイ I」の定着期・発展期、2006年 4月から現在まで） 









年 11 月に政治局は、経済の管理・指導の強化に関する決議第 32-NQ/TW(11)号
を出した。その決議は、能力のある管理員が少ないから、経済が停滞状態にな
ったと認定した。この問題を解決するために組織の管理職を改善し、人材の育
                                                   
(10) Nguyen Phu Trong（グエン・フー・チョン）, Doi moi va phat trien o Viet Nam- Mot 
so van de ly luan va thuc tien（ベトナムにおけるドイモイと発展―理論および実践の問題), 








と販売者の交渉による価格を試みた。従って、第 4 回党大会第 6 回中央執行委
員会総会は、「ドイモイ I」の「第 1の突破口」とも呼ばれる。 
「ドイモイ I」の「第 2 の突破口」は、第 5 回党大会第 8 回中央執行委員会



























































ためにわずか 1年間を第 2段階（調整期）として区分しているが、筆者は、第 1
段階（萌芽期）と第 2段階（調整期）を統一して「ドイモイ I」の萌芽期と設定
すればよいと考える。 











トナム共産党の指導のもとに新たな個別投資法が、1987 年 12 月にベトナム国
会によって採択され、1988年 1月に施行された。そして、個別投資法施行細則











そして、投資環境を改善するために、個別投資法は 1990年と 1992年の 2回に
わたり修正・追加された。 
個別投資法が施行された 1988年以降、外国直接投資認可数は年々順調に伸び

























国投資に関する時期区分は 2 年間遅れという特徴がある。「ドイモイ I」の初期
段階は 1986年から始まるが、外国投資の黎明期は 1988年から始まるとされて
















できる。第 1 の 1986 年～1996 年の期間は第 6 回党大会から 1991 年の第７回
党大会があり、「ドイモイ I」の全面的提起期とも呼ばれる。第 2の 1996 年～2006
年の期間は、第 8 回党大会から 2001 年の第 9 回党大会が開催され、「ドイモイ





























図表 II.1 党員数の変動 
 
年度 人口 党員数 比率 
1976年 47,150,000 1,550,000 3.3% 
1986年 61,110,000 1,900,000 3.1% 
1991年 67,242,400 2,155,000 3.2% 
2001年 78,620,500 2,479,719 3.2% 
2006年 83,311,200 3,100,000 3.7% 
2011年 87,840,000 3,600,000 4.1% 





万人から「ドイモイ I」の 1986年は 190万人になり、2001年は約 248万人、2011




たからである。例えば、2009 年には、19 万 7028 人が入党し、過去最高の入党




































































































                            
(3) Nguyen Dang Dung（グエン・ダン・ズン）, Bui Ngoc Son（ブイ・ゴク・ソン）, The che Chinh 
tri（政治体制）, Nha xuat ban Ly luan Chinh tri（政治理論出版社）, 2004, p.192.p.194.p.204. 
指 導 
共産党 
政府 国会 最高人民裁判所 



























































 第 2 に、第 2 回党大会（1951 年 2 月）に定められた党規約は、中央都市から
離れた地域、国境辺りの都市や貧困・治安不安定の特別な地域における党幹事




年 3 月）、第 6 回（1986 年 12 月）の党大会では、この党幹事委員会の設置が維
































































第 2節．1959年憲法から 1980年憲法へ 
 
第 1項 南北分断の憲法から国家統一の憲法へ 
  













行った。中国では、1949 年 10 月の建国ののち、1954 年 9 月に中華人民共和国
憲法が制定された。こうした国内外の動向から影響を受けた北ベトナム労働党
は、新憲法の制定をむけて本格的な動きを示すにいたった。 
 1957 年 1 月には、国会の会期中にホー・チ・ミンを議長とする憲法改正起草
委員会が設置された。1958 年 7 月、同委員会は、軍、大衆組織、政府、政党の
各級機関（上級、中級）に憲法草案を提示し、1959 年 4 月には、草案が人民に
公表され討議に付された。ホー・チ・ミンの 1959 年 12月 18日付の「憲法改正
草案に関する報告」(6)は、1946 年憲法が制度化した体制は民族独立と人民の広
                            
(6) Ho Chi Minh（ホ ・ーチ・ミン）, Bao cao ve du thao Hien phap sua doi tai Quoc hoi nuoc Vietnam 
dan chu cong hoa, khoa 1, ky hop thu 11（第 1期国会第 11回会議における憲法改正草案報告）, 





終的には、1959年 12 月の国会で採択され、翌 1960年 1月 1日に公布された。 
 こうした南北分断状況の中で制定された 1959 年憲法は、多くの論者が指摘す
るように 1954年の中国憲法の影響を受けたことを容認しつつも、南北分断状況
を克服し、国家を統一するという具体的な任務を追求する性格を持っていた。 





6 月 24 日から 7 月 3 日まで統一国会が開催され、国名をベトナム社会主義共和
国と決定した。世界で第 3番目に大きい社会主義国が誕生した。 
 統一国会は、Truong Chinh（チュオン・チン）を委員長とする 36 名からなる










                            
(7) 集団主人権とは、工人階級、集団的農民階級、社会主義的知識人層およびその他の勤労
者の権限である。 
(8) Truong Chinh（チュオン・チン）, “Trich tham luan cua dong chi Truong Chinh”（チュオン・






























(12) Dana Blaustein, “Socialist Republic of Viet Nam”, in Albert P. Blaustein & Gisbert H. Flanz eds., 
Constitution of the Countries of the World, Oceana Publications, Inc, 1979, p.i.   
(13) Gisbert H. Flanz & Karen Shaw Kerpen, “Socialist Republic of Viet Nam”, in Albert P. Blaustein 














 第 2項 国家組織の再編成 
  
次に、両憲法における国家組織上の相違点を見てみよう。1980年憲法が 1959
































































員は、「国会、国家評議会に対して集団責任を負う」（1980 年憲法、第 112 条）
とされた。 
 
図表 II.7： 1959年憲法と 1980年憲法に基づく執行機関 
 
 






































                            
(14) Pham Xuan Son（ファン・スオン・ソン）, Chinh quyen hanh phap nuoc Cong hoa xa hoi chu 
nghia Viet Nam: hinh thanh va phat trien（ベトナム社会主義共和国の行政機関：形成と発展）, 






図表 II.8：第 3回党大会の政治局（1960年） 
 
氏名 党の職務 国家機関の職務 
ホー・チ・ミン 党主席 国家主席 
レー・ズアン 第 1書記  
チュオン・チン 政治局員（党の思想の担当） 国会主席 
ファン・ヴァン・ドン 政治局員 首相 
レー・ドク・トォ 中央組織委員会の委員長  
ファン・フン 政治局員 副首相 
ヴォウ・グイエン・ザップ 政治局員 副首相、国防大臣 
グイン・チ・タン 政治局員 国防省の政治総局の局長 
グイン ズイ チン 政治局員 副首相 
レー・タン・ギー 政治局員 副首相 
ホアン・ヴァン・ホアン 政治局員 国会副主席 
ヴァン・ティン・ズン 補欠政治局員 国防省の参謀長 














な役職を兼務した。図表 II.9が示すように、第 4回党大会（1976年 12 月）に選







図表 II.9 第 4回党大会の政治局員 
 
氏名 党の職務 国家機関の職務 
レー・ズアン 共産党の書記長  
レー・タン・ギー 政治局員 副首相 
チュオン・チン 政治局員 国会主席 
ファン・フン 政治局員 副首相 
レー・ドク・トォ 政治局員 中央党組織委員会の委員長 
ヴォー・グエン・ザップ 政治局員 副首相 
グイエン・ズイ・チン 政治局員 副首相 
ファン・ヴァン・ドン 政治局員 首相 
トラン・コク・ホアン 政治局員 内務大臣 
ヴァン・ティエン・ズン 政治局員 国防大臣 
レー・ヴァン・ルオン 政治局員 ハノイの書記 
グイエン・バン・リン 政治局員 ホーチミン市の書記 
ヴォー・チ・コン  政治局員 副首相 
チュ・ヒ・マン 政治局員 政治総局の主任 
トウ・ヒュー 政治局員 副首相 
ヴォー・バン・キエト 政治局員 ホーチミン市の知事 



















ジョヴァンニ・サルトーリは、図表 II.10 のようにこの 3 つタイプの特徴を以下
のように示した。 
 
図表 II.10 一党制のタイプと特性 
 
基準 全体主義一党制 権威主義一党制 プラグマティック一党制 
イデオロギー 強く、全体主義的 弱く、非全体主義的 
無関係もしくは 
非常に弱い 
強制力、抽出、動員 大 中 少 
政策対外部集団 破壊的 排除的 吸収的 










                            
(15) Dang Dinh Tan（ダン・デイン・タン）, The che Dang cam quyen, mot so van de ly luan va thuc 
















上記に述べたように、ベトナム共産党は、1980 年憲法の第 4 条に基づいて国
家を全面的に指導し、国家機関の重要な職務を握った。共産党の指導のもとで












あった。この内容を具体化するために、1976 年より始まった第 2 次 5 カ年計画
（1976 年～1980 年）が打ち出された。この計画は、「社会主義の物質的・技術

















社の規模は、平均 918 世帯、農民 1325人、耕地 353ヘクタールであった。(26)1960
年と比較すると、1980 年に合作社に参入した農家の数は 5 倍に増加し、農業面











                            




(27) Chu Van Lam（ツ・ヴァン・ラム）, “45 nam Nong Nghiep Viet Nam”（ベトナム農業：45
年の歩み）, Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タプ）, 45 nam Kinh te Viet Nam（ベトナム経済：














 生産量（1000トン） 1人当たり/年（㎏） 
1976年 6407 247 
1977年 5822 218 
1978年 6241 234 
1979年 6289 230 
1980年 5997 214 
出所：Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タップ）, 45 nam Kinh te Viet Nam（ベトナム経























に関する労働意欲、生産意欲は減退した。第 2 次 5 カ年計画の工業生産目標は
16%～18%であったが、実際にはわずか 0.6％しか達成できなかった。具体的には、
機械生産は 80%、電気生産は 72%、石炭は 53%、セメントは 32%しか目標を達成
しえなかった。(29)1976 年～1980 年期間の年平均成長率は 0.4%にすぎず、一人当
たり生産はマイナス成長に落ち込み、統一ベトナムが描いた社会主義化による
高い経済成長の達成の夢は破れた。 











                            
(29) Tong cuc thong ke（統計総局）, Tinh hinh kinh te 1976~1980（1976年～1980年の経済事情）, 
1982. 











策である。最終生産物請負制は、1980 年 10 月、党書記局から第 22 号通告とし
て各地方に正式に出され、稲作に限定して試験的に導入された。(32) 
さらに 1981年 1月、党書記局は「請負政策の改善および労働者・労働者グル










第 35 号指示、国営農業の改善に関する第 50 号指示、労働者・労働者グループ
への最終生産物請負制の改善に関する第 67号指示などが実施された。このよう
な指示が実施されてから、農民は積極的に生産に参加し、一定の成果を果たし
た。1981 年～1985 年における食糧生産成長率は 5%で、年平均の生産量は 1700






万トン、1976年～1980 年と比べて 3650万トン増加した(34)。 
しかし、この段階での改革の効果はまだ少なかった。トラン・ヴァン・トウ





















工業分野に関しては、1979 年の第 4 回党大会第 6 回中央執行委員会総会は、
                            
(34) Chu Van Lam（ツ・ヴァン・ラム）, op.cit., pp.108～110. 
(35) トラン・ヴァン・トゥ『ベトナム経済発展論』勁草書房、2010年、90頁。 
(36) レ・タン・ギエップ 『ベトナム経済の発展過程』三恵社、2005年、34頁。 






長率は、1979 年と 1980 年のマイナス 4.7％、マイナス 10.3％から、わずか 2 年
後の 1982年には 8.7％へ上昇した。1981年～1986 年の期間において電力は 45.6
万 KW増、石炭は 250 万トン増、化学肥料は 27.5 万トン増、セメントは 240万ト
ン増であった。1985 年に工業分野の生産量は、1976 年比で 61.3%増、1980 年比
で 57.4%増となった。(38)工業分野はベトナムの GDP の 40％を占め、社会主義化
への戦略に貢献した。 
 
図表 II.12 ベトナムにおける工業の生産量と成長率 
 
年 生産量（億ドン） 成長率（％） 
1976 653 12.6 
1977 724 10.9 
1978 783 8.1 
1979 746 -4.7 
1980 669 -10.3 
1981 676 1.0 
1982 735 8.7 
1983 830 12.9 
1984 940 13.3 
1985 1033 9.9 
1986 1096 6.1 
出所：Tran Hoang Kim（トアン・ホアン・キム）,Kinh te Viet Nam－Chang duong 1945-1995 
va trien vong den nam 2000(ベトナム経済―1945年～1995年の歩みおよび 2020年への展
望), Nha xuat ban thong ke（統計出版社）,p.326. 
 
                            
(38) Thanh Son（タン・ソン）, “45 nam xay dung va phat trien nen Cong Nghiep Viet Nam”（ベト
ナム工業：45年の発展過程）, Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タプ）, 45 nam Kinh te Viet Nam






























                            
(39) Dang cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Nghi quyet dai hoi Dang lan thu 4（第 4回党大




























                            
(40) Luu Van Dat（ルウ・ヴァン・ダット）, 20 nam dau tu nuoc ngoai nhin lai va huong toi（外
国投資の 20年間―総括と展望）, Nha xuat ban Tri thuc（知識出版社）, 2008, p.23. 
(41) Chanda,N, Brother Enemy: The war after the war – A history of Indochina Since the fall of 









第 3章：「ドイモイ I」以降の政治行政システムと外国投資政策 
 
 




トナムの工業・農業の生産力は低下してしまった。第 2 次 5 カ年計画（1976 年
～1980 年）は失敗して、ベトナム経済は深刻な状況に落ちた。結局のところ、
政府は共産党の指導の下で政策転換を図り、第３次５カ年計画（1981 年～1985
年）を実施した。この 5 年間の経済成長率は、政府目標の 0.4～5.0％を上回る
6.4%の成長を示していたが、財政赤字の拡大と急激な物価上昇が生じた。こうし
た危機感の中で、1986 年 12月第 6回党大会が開催された。そこでは経済改革の
必要性が強調され、刷新を意味する「ドイモイ」が提示された。 
 
第 1項 「ドイモイ I」の誕生要因と形成過程 
  
1986 年の第 6 回党大会に提示された「ドイモイ I」の誕生要因は、国内・国
外の 2つの要因に分けられる。 
第 1 の要因は、国内的要因である。1975 年アメリカに勝利した北ベトナムの
民主共和国（以降、ベトナムとする）は、南部に社会主義政権の統治機構を創
設した。そして、経済の面においても社会主義化に取り組み、南部において国




                                                   




























                                                   
(2) Dao Van Tap（ダオ・ヴァン・タプ）, 45 nam Kinh te Viet Nam（ベトナム経済：45
年の歩み）, Nha xuat ban Khoa hoc xa hoi（社会科学出版社）, 1990, p.106. 
(3) レ・タン・ギエップ『ベトナム経済の発展過程』三恵社、2005年、32頁。 
(4) Dang Phong（ダン・フォン）, Tu duy kinh te Viet Nam 1975 ~1989（ベトナム経済の

























得の年平均伸びは 6％、工業生産は 8．9％、農業は 5．2％、輸出は 16％に達し
た。(6) 
しかし、1981年～1986年における経済政策の修正は、いまだ中途半端で徹底













































































の形成過程をみると、「ドイモイ I」が正式に採択された 1986 年の第 6 回全国
党大会までに 3 つの突破口を経てきた。以下では、各突破口を基軸に「ドイモ
イ I」の形成過程を考察してみることにする。 














                                                   
(9) レ、前掲書、65頁。 
(10) Nguyen Phu Trong（グエン・フー・チョン）, Doi moi va phat trien o Viet Nam- Mot so van de 
ly luan va thuc tien（ベトナムにおけるドイモイと発展―理論および実践の問題）, Nha xuat 


























うえにさらに 5～20％の余剰生産をあげた。その結果、1981 年 12 月の国会に
                                                   
(11) Ibid., p.60. 
(12) 正式名称は「農業生産合作社における請負活動の改善および労働グループと労働者に対
する生産物請負拡大に関する党中央書記局 100号指示」（        100 CT/TW                
                                                                                            









イ I」の「第 1の突破口」と言っても過言ではない。 
次に、1982年 3月に開かれた第 5回党大会は、前大会の成果および欠陥を見




273 キロから 1985 年の 304 キロに増加し（4.9％増加、1976 年～1980 年の増
加率は 1.9％）、工業生産の増加率は 9.5％であった（1976年～1980年の増加率
は 0.6％）。1982年末の国会におけるボー・バン・キェット国家計画委員会委員
長の報告（12月 20日）によれば、1982年の食糧生産は 1980年比 13％増の 1626
万トンで、国家計画（1982 年は 1600 万トン）を初めて超過達成した。穀物の
１ヘクタール当り収量は 2.44 トンで 1976 年末の最高を記録した。国家の穀物


































び必要な消費品を提供した。そして、1984年 7月の第 5回党大会第 6回中央執
行委員会総会も、前回の大会に続いて社会主義的改造を促進した。そのため、
                                                   
(14) 木村哲三郎・竹内郁雄「変化への対応の模索」、アジア経済研究所（編）『アジア動向年
報 1984年』アジア経済研究所、1984年、196頁。 
(15) 杉谷滋「ベトナムにおけるドイモイ(刷新)政策の展開」『経済学論究』第 48 巻第 3号、
関西学院大学、1994年、397頁。 




年にかけて年率 8%の高成長を記録した物的総生産は 1985年には 5%台に落ち、
翌 1986年には 3%台になった。一方、インフレ率は 1983年の 48%が、1884年
には 65%、1985 年には 92%へと上昇し、1986 年には 500%に迫るハイパーイ
ンフレに陥った。」(18) 




















                                                   
(17) Nguyen Phu Trong（グエン・フー・チョン）, op.cit., pp.68～71. 
(18) 岩見、前掲書、30頁。 













第 2項 「ドイモイ I」の全体像と変化 
 
1986年 12月、第 6 回の党大会がハノイにおいて開催された。全国の 190万人
の党員を代表として 1129人が大会に出席した。大会では、政治局員の Nguyen Van 
Linh（グエン・バン・リン）が開幕の挨拶をし、次いで大会直前の 1986 年 7月
に死亡した Le Duan（レ ・ーズアン）書記長の後任として書記長に就任した Truong 
Chinh（チュオン・チン）が第 5期党中央執行委員会の政治報告を行った。また、


























 第 3 に、工業化と経済革新のためには新しい政策が必要である。消費物資の
生産は優先されるべきで、その流通は市場原理に従うべきである。改革は社会
的にも政治的にも同時に実行されるべきである。 
 第 4 に、多角的に解放的に、しかも国家の独立を維持しながら政策を遂行し
ていくことを強く進めることである。全ての諸外国とは、お互いの主権と独立
を侵害しないという考え方に基づいて友好的関係を保ち続ける必要がある。 
 第 5 に、IMF（国際通貨基金）や世界銀行、アジア開発銀行などの世界の金
融機関や支援機構と協力関係を築きあげることは重要なことである。 
 第 6 に、アセアンや周辺諸国との古くからの友好関係を促進し、先進国との
関係強化をはかり、世界の国々と友好な関係を維持することである。それは国
家にとって利益になることである。 
 第 7に、最後に、人と人の関係を広げ、また NGOなど各種団体と関係強化を
はかり、世界の平和運動に貢献することを提案した。 
こうして第 6 回党大会の議決に基づき、「ドイモイ I」は全国において展開さ
れたが、全体としての「ドイモイ I」は、図表 III.2のように、四つの大きな柱か
                                                   
























出所：Nguyen Duy Quy（グエン・ズイ・クイ）, Nguyen Van Dang（グエン・ヴァン・
ダン）, Do Quoc Sam（ド・クオク・サム）, Nguyen Manh Cam（グエン・マン・カ




































































第 2 節．「ドイモイ I」推進の政治行政システム 
  














会主席の Vo Chi Cong（ボー・チ・コン）を委員長とする憲法改正委員会を設
置した。 
同委員会は、1990年 2月に第 1次草案を、1991年 7月には第 2次草案を発表
し、同年 12月の第 8期第 10回国会に第 3次草案を提出した。1992年に入ると、
約 3カ月間この第 3次草案に対する国民の意見聴取が行なわれた。1992年 3月











                                                   
(24) 鮎京正訓「ベトナムの憲法制度」、日本貿易復興機構（ジェトロ）『アセアン諸国の憲法
制度』ジェトロ、1997年、193頁。 





















第 1項 1992年憲法の制定要因 
 











会社などの民間企業が設立されることになった。1990 年には 340 民間企業、
1991年には 163民間企業、1992年には 1868民間企業が設立された。また、外
国からの投資を誘致するため、「大臣評議会」の提案に基づいて国会は 1987 年
に個別投資法を採択した。しかし、1980 年憲法（第 25 条）は、外国企業の資
産を無賠償で国有化することを規定した。この第25条の規定を修正しない限り、
個別投資法が採択されても外国からの投資を誘致できない。 



















                                                   
(26) Dang Cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Van kien dai hoi dai bieu toan quoc lan 
thu 6（第 6回全国党大会文献）, Nha xuat ban su that（事実出版社）, 1987年. 
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第 2 は、立法機関の権限強化である。「ドイモイ I」以前には、共産党機関が
国家機関の代わりに社会管理任務を遂行したから、立法機関である国会は存在
するものの、実際には名目的なものしかなかった。「ドイモイ I」以降には、共
産党は、「ドイモイ I」を推進するため国会に関する認識を変えた。第 6 回党大
会（1986年）には「国会の役割を高めることを始め、国家機関の管理権限を強















                                                   
(31) Dang Cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Van kien dai hoi dai bieu toan quoc lan 
thu 6（第 6回全国党大会文献）, Nha xuat ban su that（事実出版社）, 1987年。 
(32) Dang Cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Van kien dai hoi dai bieu toan quoc lan 



























































                                                   
(34) Ngo Duc Manh（ゴ・ドク・マン）,“Dai bieu quoc hoi chuyen trach: Mot so suy nghi 
ve tăng cuong nang luc hoat dong”（専従議員の役割強化に関する考え）, Tap chi nghien 










































































































































                                                   
(35) Dang Cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Van kien dai hoi dai bieu toan quoc lan 
thu 6（第 6回全国党大会文献）, Nha xuat ban su that（事実出版社）, 1987年． 
(36) Dang Cong san Viet Nam（ベトナム共産党）, Van kien dai hoi dai bieu toan quoc lan 
















                                                   




















































































というワンストップサービスが実施され、行政手続の簡素化が進んでいる。   












                                                   
(39) 村野、前掲論文、アジア経済研究所（編）、前掲書、193頁。 




（1981 年～1987 年）および第 8 期国会（1987 年～1992 年）において大臣お
よび大臣レベルの委員長は、それぞれの 43名及べ 45名であった。しかし、1992
年憲法採択後の第 9 期国会（1992 年～1997 年）には、各省庁の整理統合によ
り大臣の人数は 35 名へ減り、第 10 期国会（1997 年～2002 年）には、わずか
26名までに減少した。 
   




大臣評議会の主席      ：1名 
大臣評議会の副主席（１）  ：5名 
大臣および国家委員会主任  ：43名 
第 8期国会 
（1987年～1992 年） 
大臣評議会の主席      ：1名 
大臣評議会の副主席（２）  ：4名 
大臣および国家委員会主任  ：45名 
第 9期国会 
（1992年～1997 年） 
首相            ：1名 
副首相           ：3名 
大臣（３）         ：35名 
第 10期国会 
（1997年～2002 年） 
首相            ：1名 
副首相（４）        ：4名 
大臣（３）         ：26名 
 
出所：Vien nghien cuu khoa hoc to chuc nha nuoc（国家組織研究所（内務省直轄機関））, 
Thong tan xa Viet Nam（ベトナム通信社）, 60 nam chinh phu Viet Nam 1945 - 2005










第 3 節．法律・法令制定規定と個別投資法の形成 
  
第 1項 法律・法令制定規定 
  




























図表 III.7 法律・法令の制定過程 
第 1段階 法律・法令制定計画の立案および採択 
第 2段階 法律・法令の起草 
第 3段階 法律・法令の審査 
第 4段階 国家評議会の審議・採択 
第 5段階 人民の意見収集 
第 6段階 国家議員の意見収集 
第 7段階 国会の審議・採択 












































                                                   
(41) 1984年 7月 17日付の政治局議決第 19/BCT号 
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(42) Luu Van Dat（リュー・ヴァン・ダット）, “Nhin lai va nghi ve quan diem cua Dang, 
phap luat cua Nha nuoc ve dau tu nuoc ngoai”（外国投資に関する共産党の方針、国家の
法律についての考え）, 20 nam dau tu nuoc ngoai（外国投資の 20年間）, Dac san cua bao 
dau tu nuoc ngoai（投資新聞の特集号）, 2008, p.80. 

























イモイ I」に基づく外資開放および 1987年個別投資法の制定により 1988 年以
来のベトナム経済および外国投資は年々順調に成長した。 
 
                                                   
(44) Ibid., p.81. 
(45) Do Nhat Hoang（ド・ニャット・ホアン）, “Su hinh thanh va phat trien cua luat dau 
tu nuoc ngoai trong he thong phap luat viet nam”（ベトナム法律システムにおける外国投
資の形成・発展）, Luan van Truong dai hoc Luat（法律大学論文）, 2002, p.75. 
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図表 III.8 GDP成長率の推移 


























図表 III.9にみられるように、1988年から 1993 年までの 6年間で、ベトナム
への外国からの投資額は約 75 億米ドルであった。1993 年末までに、実際に約
20億米ドルが実行され、その額は予定投資額の約 30%である。外国からの投資
額は、1991 年から 1993 年の 3 年間を見ると約 60 億ドルであり、その金額は












図表 III.10 は、1988 年から 1993 年までの年度ごとの投資総額を示すもので
ある。1988年はわずか 3億 6600万米ドルであったが、1989年は 5億 3900万
米ドル、1990年は 5億 9600万米ドル、1991 年は 12億 8800米ドル、1992年
は 19 億 3900 万米ドルとなった。1993 年の投資総額は、1988 年と比べて、約





億ドル     件 
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年度 1988 年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993 年 
直接投資額 366 539 596 1288 1939 2800 
出所：Economy of Vietnam（ベトナムの経済）, Statistical Publishing House（統


















率が回復に向かった。また、2000 年 6 月に、1996 年の新個別投資法が追加・修
正されるなど、外資誘致への環境整備が進み、2003 年から直接投資が再び回復








が公布された後、2006 年からは「第 2 次ベトナム投資ブーム」ともいえる動き
となった。 










になった。個別投資法が制定された 1987 年以前、外国直接投資の企業は 1 社も

















































                            


























直面した。しかし、1991 年 8 月のクーデターとその失敗は、ソビエト連邦とソ
                            
(2) 永田智章「日本企業によるベトナム投資の経済分析：ドイモイ政策から 20 年、対外経済
開放の展開と対越投資」『広島経済大学創立四十周年記念論文集』、2007 年、626 頁。 
(3) 子島明「太平洋の政治経済環境とベトナムの経済発展」、関口末夫・トラン・ヴァン・ト



















第 3 は、日本の ODA の再開およびアメリカによる経済制裁（エンバーゴ）の
解除である。日本は、1975 年に社会主義国ベトナムへの資金協力を開始した。
1978 年 4 月、日本とベトナムは、過去のベトナムの対日債務および日本の対ベ
トナム新規援助に関する合意に達した。これによると、ベトナムは過去の対日





                            
(4) 関口末夫・トラン・ヴァン・トゥ「ベトナムの経済体制と経済発展段階」、関口・トラン
（編）、同前書、3 頁。 


















するにつれて、1991 年 6 月に日本の中山外相がベトナムを訪問したことをはじ
め、日本ベトナム関係が大きく改善されてきた。 
そして、1992 年 11 月に、日本政府は、15 年ぶりに 455 億円の円借款の供与









2001 年、288 頁。 
(8) 村野勉「1992 年憲法を公布」、アジア経済研究所（編）『アジア動向年報 1993 年』アジ




























                            
(9) 村野勉「経済制裁解除で外資導入にはずみ」、アジア経済研究所（編）『アジア動向年報
1995 年』アジア経済研究所、1995 年、218 頁。 











前章で述べたように、「ドイモイ I」以降の 1987 年に、外国投資規約に代わる
個別投資法が制定された。その後、図表 IV.1 のように、その個別投資法は、「ド
イモイ I」展開過程とともに 2 度にわたり追加・修正された。そして、新個別投







1990年 第 1次追加・修正個別投資法 




                            


























































                            
(12) トラン、前掲論文、関口・トラン（編）、前掲書、122～125 頁。 
107 
 






















                            
(13) Do Nhat Hoang（ド・ニャット・ホアン）, “Su hinh thanh va phat trien cua luat dau 
tu nuoc ngoai trong he thong phap luat viet nam”（ベトナム法律システムにおける外国投
資の形成・発展）, Luan van Truong dai hoc Luat（法律大学論文）, 2002, p.76. 
(14) Hoang Van Huan（ホアン・ヴァン・ホアン）, “Nhin lai nhung lan sua doi luat dau tu”
（個別投資法の改正過程を見る）, 20 nam dau tu nuoc ngoai nhin lai va huong toi（20 年
間の外国投資：総括と展望）, Nha xuat ban tri thuc（知識出版社）, 2008, p.32. 
(15) Bo ke hoach va dau tu（計画投資省）, Bao cao tinh hinh thuc hien va giai phap thu hut 






善するために、1990年 6月に第 8期第 7回国会は、個別投資法（1987年）の諸











後の最大 2年間に法人税の 50%を減免される。(17) 




 第 1 に、「ドイモイ I」により外国投資を導入することによってベトナムの経
済社会は大きく変化したことから、「大臣評議会」は経済発展を維持するために
は、法制度をさらに整備し続けなければならないと認識したことである。 
第 2に、1992年 4月に新憲法が採択され、その第 25条が初めて外国の組織・
個人のベトナム対投資活動について規定したことである。「国は外国組織および
個人がベトナム法および国際法と国際慣行に則ってベトナムに資本および技術
                            
(16) Do Nhat Hoang（ド・ニャット・ホアン）, op.cit., p.77. 












別投資法（1992 年）を決議した。この第 2 次追加・修正個別投資法（1992 年）
は、次の９点を追加・修正した。（1）民間企業が外国企業と協力して投資活動
を実施することを認める。（2）自然資源で出資することを制限する。（3）ベト














                            
(18) Do Nhat Hoang（ド・ニャット・ホアン）, op.cit., p.78. 
























簡素化を進め、審査期間の短縮化（90 日から 60 日へ）、投資認可書と営業登録
                            
(20) Nguyen Lan Nguyen（グエン・ラン・グエン）, “Phap luat dau tu truc tiep nuoc ngoai 
tai Viet Nam: Qua khu – Hien tai – Tuong lai”（ベトナムにおける外国直接投資法律：過







は、以前は利益を上げ始めてから 4 年間法人税免税で、その後 4 年は 50％の減







このように、新個別投資法（1996 年）は、個別投資法（1987 年）、第 1 次追
加・修正個別投資法（1990 年）および第 2 次追加・修正個別投資法（1992 年）
の内容を継承・発展させて、ベトナムの投資環境を一段と改善したと言える。 
 
第 3項 休息期（1999年～2004年）の追加・修正新個別投資法 
 
新個別投資法（1996 年）の制定後、タイに端を発した 1997 年、1998 年のア
                            
(21) Nguyen Khac Minh（グエン・カク・ミン）, Tang truong, chuyen doi co cau va chinh 
sach kinh te o Viet Nam thoi ky doi moi（ベトナムのドイモイ時期における成長、産業構
造変化および経済政策）, Nha xuat ban khoa hoc ky thuat（科学技術出版社）, 2008, p.149. 
(22) あわせ、村野勉・寺本実「『工業国』入りを目指して」、アジア経済研究所（編）『アジ
ア動向年報 1997 年』アジア経済研究所、1997 年、219 頁を参照されたい。 































 第 1 の要因は、新個別投資法（1996 年）が発効したばかりであったが、1997
年にタイに端を発したアジア通貨危機がベトナムへの投資に大きくブレーキを
かけたことである。この影響の下で、外国企業のベトナムへの投資意欲が減退
した。それにより、第 8 回党大会（1996 年）に提出された工業化・近代化の戦
略を実施するために外国投資を誘致し、効果的に活用することが重大な困難に
ぶつかることになったのである。 
 第 2 の要因は、近隣の東南アジア諸国は、通貨危機を越えて経済を復興する
                            
(26) Nguyen Khac Minh（グエン・カク・ミン）, op.cit., p.149. 






















第 4項 個別投資法期の投資政策の特徴 
 
上述した 3 時期（黎明期（1988 年～1992 年）、混迷期（1993 年～1998 年）、
休息期（1999 年～2004 年））の投資政策の変化を見ると、個別投資法期の投資
政策としては、次の特徴をあげることができる。 
第 1 は、個別投資法の追加・修正が多いことである。1997 年の外国投資規約







年および 2003年の 2回に改正され、1998年、2001年、2008年、2009年の 4回
に追加・修正された。労働法も、1994 年に初めて制定され、2002 年、2006 年、
2007年の 3回に追加・修正され、2012年に改正された。それに対して、例えば、
日本の労働基準法は、制定された 1947 年から現在までの 66 年間の間に、1985










上記の第 1 項、第 2 項、第 3 項に述べたように、個別投資法の規定は、慎重
に修正され、大きな転換がなかった。投資政策の担当者は、周りの諸国の投資
政策を見ながら、個別投資法の規定を修正したようである。例えば、外資企業
の存続期間に関しては、外国投資規約（1977 年）は、10 年から 15 年までの期
間を許可したが、10年後の個別投資法（1987年）は、外資企業の存続期間が 20
年間を超えてはいけないと規定した（第 15条）。5年後に、第 2次追加・修正個








図表 IV.2 外資投資に関する制限規定 
 






















































 図表 IV.3：個別投資法から共通投資法への転換 
    国営企業     外資企業    内資企業 
 
 
        2005年以前 




                            
















すなわち、2005 年 11 月に第 8 期第 11 回国会において共通投資法（2005 年）






















                            
(29) あわせ、渡辺英緒「ベトナムの法制下における法形式とその課題」、日本国際問題研究
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 第 2 に、「ドイモイ I」以降、ベトナム共産党の指導の下で、ベトナム政府は
市場経済に従う投資・経営環境を確立するために投資・経営に関する法律、議




                            




























































                            
(33) Bo ke hoach dau tu (計画投資省),“Tong ket 17 nam thuc hien Luat dau tu nuoc ngoai 







































第 4項 共通投資法の制定過程 
 

















                            
(34) Pham Manh Dung（ファン・マン・ズンー起草委員会の委員長）がベトナムネット電


























 また、首相の研究会の会員である Pham Chi Lan（ファン・チ・ラン）は、次
の意見を述べた。「第 1グループのプロジェクトに関する投資登録手続きは適切
ではない。理由としては、投資登録規定に基づいて投資活動を管理できず、投
                            
(35) Vu Tien Loc（ヴ・ティン・ロク）, Bao dien tu Vietnamnet（ベトナムネット電子新聞）, 


























 また、国内の専門家、投資家ではなく、外国の投資家の代表者である Adam 
                            
(36) Pham Chi Lan（ファン・チ・ラン）, Bao lao dong dien tu（労働電子新聞）, 2005 年
11 月 4 日. 
(37) ベトナム商工会議所ホームページ（http://www.vibonline.com.vn）, 2005 年 11 月 25 日. 
(38) ベトナム商工会議所ホームページ（http://www.vibonline.com.vn）, 2005 年 10 月 21 日. 






委員会の委員長の Nguyen Duc Kien（グエン・ドク・キエン）に送付した。外国
の組織の代表者が、法律制定過程において草案の建議書簡を国会の審査委員会


















ばならないのは面倒である」(42)と発表した。ホーチミン市の Huynh Thanh Lap
（ヒイン・タン・ラップ）議員は、「投資家に対して投資登録の証明書を取るよ
                            
(40) Bao tuoi tre online（トイチェオンライン新聞）, 2005 年 10 月 30 日. 


















りえないことである。しかし、2005 年 11 月 11 日に、計画投資省直轄の中央経
済管理研究所のマクロ経済研究部部長 Nguyen Dinh Cung（グエン・デイン・ク








                            
(43) Bao tuoi tre（トイチェ新聞）、2005 年 11 月 4 日。 
(44) Ibid. 
(45) Ibid. 





録のみの条件は、投資総額 3000 億ドン(約 15 百万ドル)に引き上げられた。






















                            
(47) Hong Duc（ホン・ドック）, “Du thao luat dau tu chung van chua phan anh yeu cau 
cua xa hoi（共通投資法の草案はまだ実社会の要求を反映しない）, Bao Kinh Te Viet 




























                            
(48) Bao tuoi tre online（トイチェオンライン新聞）, 2005 年 10 月 30 日. 


























の議員である Le Quoc Dung（レ・コク・ズン）は、「投資許可書に優遇措置を明
記することは投資環境の一つの紹介方法である」(53)と認定した。バクニン省（添
付資料（1）を参照）の Do Ngoc Quang（ド・ゴク・クアン）議員は、「投資許可
書に優遇措置を明記することは、透明的で安定的かつ公平的な投資環境をアピ
                            
(52) Nguyen Hoang Hai（グエン・ホアン・ハイ）, Hiep hoi cac nha dau tu tai chinh Viet Nam（ベ
トナム金融投資家協会）, 2005 年 8 月 17 日. 




会の Hoang Thanh Phu（ホアン・タン・フ）委員は、「投資家の要求に従って記
入するかどうかを決めるべきである」(55)という意見を提出した。 











 第 5項 共通投資法の成立と制定過程の変化 
  
前項の問題点を克服するため、共通投資法は 2005年 11月に第 8期第 11国会
で制定され、2006 年 7 月 1 日から施行されている。図表 IV.5 は、共通投資法
と個別投資法の主な相違点を整理したものであるが、特に重要な点について触
れておこう。 





                            
(54) Ibid. 
(55) Ibid. 















































































                            
(57) 丹野勲「ベトナムの企業法･投資法とコーポレートガバナンス－2005 年企業法および
2005 年共通投資法を中心として」『国際経営フォーラム』第 20 号、2009 年、193 頁。 
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(58) Bao dien tu Vietnamnet（ベトナムネット電子新聞）, 2005 年 11 月 5 日. 
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2000 年 391 2,838.9 
2001 年 555 3,142.8 
2002 年 808 2,998.8 
2003 年 791 3,191.2 
2004 年 811 4,547.6 
2005 年 970 6,839.8 










2006 年 7 月～12 月 648 9,743.8 
2006 年 987 12,004.0 
2007 年 1544 21,347.8 
2008 年 1557 71,726.0 
2009 年 1208 23,107.3 











のは 2004年に入ってからであるが、2005年の総投資額は 68億 3980万ドルとな
ってもまだ 10年前の 1995年（69億 3720万ドル）より低い。そして、共通投資
法の発効時点以前の 2006 年 1 月から 6 月までの総投資額は 2005 年の 3 分の 1
のわずか 22億 6020万ドルであった。 
 しかし、共通投資法が発効された 2006年 7月 1日から 2006年 12月までの総
投資額は、2006年前半の 4倍以上に増加し、わずか 6か月で 2005年度の投資総
額を上回り、97 億 4380 万ドルとなった。その成果を受けて 2006 年の総投資額
は 2005年の 2倍で、過去ピークの 1996年（101億 6410万ドル）を上回り、120
億 400万ドルとなった。翌年の 2007年には、新規・追加を合わせた外国投資総
額が 200億ドルを越え、前年比 77.8％増の 213 億 4780 万ドルとなり、1987年
に個別投資法が施行されて以来、最高額となった。この急激な変化は、共通投
資法の効果が如何に大きかったかを示している。 












は 1208 件、163 億 4500 万ドルで、件数は前年比 349 件減、金額は 75.4％減と
なった。この年度における日本の投資案件で最も投資金額が大きかったものは、
伊藤忠商事によるビンフォック省（添付資料（1）を参照）でのバイオエタノー




前年比 13.4％減の 185億 9500万ドルとなった。うち、新規投資は前年比 5.4％
増の 172億 3000万ドル、追加投資は前年比 76.5％減の 13億 6600万ドルであり、
この追加投資の大幅減が外国投資全体の減少を招いた。この追加投資が急に減
少した原因は、2009 年に 38 億 1170 万ドルを記録したホテル・飲食向けの追加
投資が 2950万ドルへと大きく落ち込んだことにある。一方、日本からの直接投




第 2項 国別外国投資の変化 
 










きず、2006年と 2007年には 4位、2005年と 2009年には 5位に落ちた。そして、






























































































































































































2004 年 29 カ国 
2005 年 42 カ国 
2006 年 39 カ国 
2007 年 47 カ国 
2008 年 35 カ国 
2009 年 41 カ国 
2010 年 51 カ国 
2011 年 53 カ国 








への投資国がそれぞれの 42 カ国と 39 カ国であったが、2010 年には 51 カ国で、




                            
(2) 日本貿易復興機構（ジェトロ）（編）『ジェトロ世界貿易投資報告（2010 年版）』ジェト




は、20 億 4000 万ドルとなり、前年の約 15 倍と大きな伸びを示した。新規投資
額のうちおよそ半分の 10億ドルが、神戸製鋼による中部ゲアン省（添付資料（1）
を参照）での鉄鋼開発案件であった。同案件を差し引いた後の投資額で比較し
ても、2006 年（10 億 5600 万ドル）、2007 年（9 億 6500 万ドル）の規模まで回
復したことになる。(3) 
 




の投資が 37 億ドルと全体の 43.1％を占め、製造業への投資は 23 億ドルとわず
か 27.4％に過ぎなかったが、その後、投資の主な対象は製造業にシフトした。
これによると、製造業は件数も金額も 2003 年から 2008 年までの 6 年連続でト
ップの順位を維持していた。2009年は 3位に落ちたが、2010年は 2位となった。
そして、ベトナムの計画投資省の外国投資局からの最新資料によると、2011 年
の製造業への投資は 435 件、投資金額が 71 億 2397 万ドルでトップの位置に戻
った。(4)また、各年度の投資総額のうち、製造業への投資金額はいつも 50％以
上の比率を占めていた。 
ところで、共通投資法が発効した後、製造業への投資金額は 2005 年の 48 億




次に、投資金額の 2 位である不動産業であるが、2003 年から共通投資法の発
                            
(3) 日本貿易復興機構（ジェトロ）（編）『ジェトロ世界貿易投資報告（2011 年版）』ジェト




効以前の 2006 年までに不動産業への投資は、件数が 2 位、金額が 2 位または 3






図表 V.4：2003年から 2010年における業種別外国投資 
単位：百万ドル 
  












総額 件数 総額 件数 総額 件数 総額 件数 総額 
合計 748 1899.6 723 4222.2 970 6839.8 987 12003.8 1544 21347.8 1171 64011.0  1208 23107.3 1237 23107 
農林業 15 22.2 7 99.8 13 39.1 15 146.5 14 48.3 17 203.2 28 128.5     
水産業 14 25.1 5 7.8 6 12.0  5 22.9 2 10.3 6 20.3 1 6.0      
鉱業 7 37.9 2 153.4 3 56.0  8 144.3 16 262.3 7 6840.8 6 397.0    5.6  





    2 17.2 1 20.4       7 9.6 1 3.7 32 183.9 6 2952.6 






5 7.6 18 38.2 10 99.3 15 141.1 11 129.9 29 54.8 152 261.1 177 462.1 
ホテルお
よび飲食 
20 140.2 6 141.0  13 61.8 20 498.4 38 1968.1 17 1350.2 45 9156.8 39 315.5 
運輸、倉
庫、通信 
10 15.3 9 56.3 28 684.2 24 52.3 30 356.5 23 1882.1 131 299.8 93 987.5 
金融、信
用 
1 0.8 10 30.6 4 145.9 2 32.0  4 32.3 1 62.6 2 100.0  3 59.1  
不動産 88 183.7 63 200.9 177 460.8 142 1818.8 327 6114.8 447 23702.8 254 7808.4 33 6827.9 
教育、訓
練 













7 7.0  1 1.7 5 20.5 48 16.1 3 5.5 3 0.6 9 18.2 6 4.6 









への投資は急速に減少した。投資額は、2010 年投資総額の 34.3％から 5.8％ま
でに急減した。その代りに、製造業・建設業に投資する金額は、2010 年投資総
額の 51.1％から 2011年の 76.4％までに増加した。(5) 
なお、共通投資法施行後の 2009 年に、外資 100％の参入可能となった小売流











第 1項 急増する日本企業のアジア投資 
 
図表 V.5 および V.6 は、日本の財務省が発表した「国際収支状況」の対外直
接投資統計（地域別）である。この図表 V.5によると、2005年から 2010年まで、
日本の対アジア直接投資は 2 兆円前後から 2.5 兆円の間を維持していた。対北
                            
(5) Vneconomy（ベトナム経済）電子新聞（http://vneconomy.vn）、2011 年 12 月 30 日。 































第 2項 日本企業の対ベトナム投資の推移 
 
日本の対ベトナム直接投資は、90 年代以降、個別投資法が制定され、日本か
















                            






第 1 は、日本企業の投資件数と総額である。2004 年前後から日本企業のベト
ナム向け投資は、件数、金額とも大きく拡大し始めた。図表 V.7 によると、ま
ず日本企業の投資件数は、2004 年の 61 件から 2005 年には 107 件までに増加し
た。そして、共通投資法が発効された 2006 年の投資件数は、前年比 36％増の
146件となった。2007年と 2008年は、日本企業の「第 1次投資ブーム」におい
て頂点を示した1997年の65件の倍増以上の154件、147件と過去最高を示した。
しかし、2008 年の世界金融危機の影響を受け、2009 年の投資件数は 77 件で大
きく落ち込んだが、2010年以降は再び増加基調に転じている。2010年の日本の
直接投資件数は 114 件になり、2011 年は 208 件までに急増して過去最高を記録
した。 
次に、日本企業の対ベトナム新規直接投資額は、「第 1次投資ブーム」が終わ
った後に低迷していたが、2004 年には前年比の約 2 倍と急増し、共通投資法が
発効した 2006年には 10億を超えて過去最高の投資金額の 2番目になった。2007
年は投資金額が少し減少したが、2008 年には大型の案件が認可されたため、過
 332.6  
 1,129.9  
 591.3  
 657.3  
 108.0   62.1  
 80.6  
 163.5   102.0   100.4  
 224.3  
 437.0  
 1,056.4  
 965.2  
 .7,653.0 
 2,040.1  































































順位 国名 累計金額（現在 2012年 4月まで） 
1 日本 25，759.08 
2 シンガポール 24，136.72 
3 韓国 24，055.88 
4 台湾 23，553.18 
5 マレーシア 18，890.05 











                            











図表 V.9 の 1988 年から 2011 年 4 月までの累計でみると、製造業の件数が 907





図表 V.9：ベトナムの製造業への外国投資累計（1988年～2011年 4月） 
 件数 構成比（％） 投資額（百万ドル） 構成比（％） 
日本企業 907 61.6 18338.6 86.5 
全世界 7501 59.2 97525.2 49.2 




く拡大された。食料品に関して、2005 年は投資額がわずか 3 億円であったが、
2006年には前年の約 7倍もの増加で 20億円となった。そのうち、共通投資法が
発効した 2006 年 7 月から 2006 年 12 月までの投資額は、12 億で 2006 年の上半
期の 1.5 倍となった。2006 年以降にも、食料品への投資額は増加し続け、2011
年に 111 億円で過去最高を記録した。また、電気機械器具に関しても、投資額








  2005 2006 
1月～6月 
2006 
7月～12月 2006 2007 2008 2009 2010 2011 




食料品 3 1.7 8 11 20 4.6 30 6.3 61 8.2 23 5.1 28 8.1 111 13.0 
繊維 15 7.3     ▲1   10 2.1 20 2.7 6 1.3 1 0.3 19 2.2 
木材･パルプ X     2 16 3.7 17 3.6 29 3.9 0 0.0 24 7.0 67 7.8 
化学･医薬 28 14.1 28 12 40 9.2 10 2.1 78 10.5 ▲9   29 8.4 50 5.9 
石油 X       .   .   X   X   X   X   
ゴム･皮革 6 3.1 12   15 3.4 6 1.3 32 4.3 3 0.7 9 2.6 9 1.1 
ガラス･土石 1 0.5 4 ▲2 ▲6   30 6.3 48 6.4 7 1.5 59 17.1 ▲5   
鉄･非鉄･金属 21 10.2 18 26 44 10.1 33 6.9 97 13.0 159 35.2 50 14.5 154 18.0 
一般機械器具 25 12.3 22   37 8.5 31 6.5 66 8.9 53 11.7 49 14.2 78 9.1 
電気機械器具 ▲61   57 58 115 26.3 178 37.2 119 16.0 86 19.0 27 7.8 217 25.4 
輸送機械器具 105 52.0 16 22 38 8.7 57 11.9 106 14.2 51 11.3 13 3.8 137 16.0 
精密機械器具 18 8.7 25 28 53 12.1 39 8.2 8 1.1 19 4.2 30 8.7 0 0.0 





農･林業 ▲1       X   X   X   .   .   .   
漁･水産業 .       .   .   X   .   .   .   
鉱業 ▲2   ▲11 ▲5 ▲16   ▲17   ▲13   ▲1   17 5.8 14 2.2 
建設業 ▲3       18 17.0 ▲3   5 1.3 4 5.1 ▲3   1 0.2 
運輸業 0     9 9 8.5 13 15.3 8 2.1 9 11.4 6 2.1 21 3.3 
通信業 X       .   2 2.4 4 1.0 4 5.1 1 0.3 25 3.9 
卸売･小売業 ▲7       13 12.3 34 40.0 ▲9   32 40.5 7 2.4 44 6.9 
金融･保険業 .       63 59.4 19 22.4 360 93.5 18 22.8 240 82.5 500 78.0 
不動産業 2 5.9     0 0.0 8 9.4 1 0.3 X   5 1.7 14 2.2 
サ-ビス業 6 17.7     18 17.0 21 24.7 20 5.2 12 15.2 17 5.8 21 3.3 
非製造業 （計） ▲34 100.0 39 67 106 100.0 85 100.0 385 100.0 79 100.0 291 100.0 641 100.0 








2005 年に、非製造業からは 34 億円が日本に流入したが、2006 年に入ると、ベ




























                            
(10) ベトナム計画投資省の外国投資局のホームページ（http://fia.mpi.gov.vn/）、2011 年 6






を参照）は投資案件が 8 件、投資金額が 68.5 億ドル、全体投資総額の 32.7%を
占め、ハノイは、355投資案件で投資金額が 31億ドル、投資総額の 14.8％を占









第 3節．日本企業が見た「ドイモイ I」の投資環境上の問題点 
 





































2002年 7.4 72.1 47.1 45.6 30.9 50.0  4.4   
2003年 5.0  63.8 61.3 55.0  40.0  65.0  8.8   
2004年 3.5 59.3 52.3 55.8 38.4 55.8 5.8   
2005年 2.4 67.1 58.5 41.5 39.0  43.9 2.4 15.9 
2006年 6.0  53.7 44.8 53.7 38.8 43.3 3.0  11.9 
2007年 3.8  73.1  40.4  48.1  30.8  51.9  11.5  15.4  
非製造業 3.9 76.9 42.3 46.2 38.5 57.7 19.2 23.1 
製造業 3.9  69.2  38.5  50.0  23.1  46.2  3.9  7.7  
2008年 11.2 65.6 51.2 60.0  32.0  41.6 6.4 10.4 
非製造業 6.38 51.1  44.7  68.1  34.0  38.3  14.9  12.8  
製造業 14.1 74.4  55.1  55.1  30.8  43.6  1.3  9.0  
2009年 4.38 66.4  49.6  67.2  51.8  45.3  12.4  16.8  
北部 6.35 68.3 46.0 74.6 55.6 49.2 6.4 12.7 
南部 1.43 62.9 51.4 62.9 48.6 42.9 18.6 21.4 
2011年 5.33 64.0  44.0  50.7  44.0  49.3  6.0  8.7  
北部 1.61 64.5 48.4 53.2 59.7 51.6 3.2 8.1 

















































に分けた 2008 年と 2009 年のデータを見ればわかるように、非製造業も製造業
も共通の問題点をかかえている。しかし、外資規制および知的財産権の保障に
関する問題点は、製造業より非製造業に大きな影響を与えた。また、北部と南
部に分けた 2009 年および 2010 年のデータをみれば、南部の投資環境は北部よ
りかなり早く改善されたと言える。例えば、政府の不透明な政策運営に関して
は、南部には 51.4％から 38.8％に減少したが、北部には 46％から 48.4％に増
えた。税務手続きの煩雑さでは、南部には 48.6％から 32.9％へ減少したのに対





 第 2項 行政制度・行政運営に関わる問題点 
 












































































































































































われた以外は、正式な Licensing body からの正式な連絡（許可・不許可）の連絡
                            
(12) マイケル・リプスキー、田尾雅夫・北王路信郷（訳）『行政サービスのディレンマース
トリート・レベルの官僚制―』木鐸社、1986 年、17 頁。 
(13) リプスキー、同前訳書、17 頁。 
(14) リプスキー、同前訳書、19 頁。 



















































































                            
(16) 原田尚彦『行政法要論』（全訂第七版補訂二版）学陽書房、2012 年、199 頁。 
(17) P・Q・R「行政指導とはどういうことか」『時の法令』第 529 号、1965 年、15 頁。 
(18) 塩野宏『行政法 I（第四版）行政法総論』有斐閣、2005 年、183 頁。 
(19) 行政指導の定義に関する詳細な情報は、金子昇平「行政指導の法的諸問題」『法学論集』

























                            
(20) 林修三「いわゆる行政指導について」『行政と経営』第 8 号、1962 年、17 頁。 
(21) 林修三「行政指導とその問題点について」『政治学論集 I』駒澤大学法学部、1974 年、
23 頁。 
(22) 成田頼明「行政指導」、雄川一郎・高柳信一（編）『現代の行政（岩波講座現代法・第四
巻）』岩波書店、1966 年、132 頁。 
(23) 塩野宏『行政過程とその統制』有斐閣、1966 年、187 頁。 





























                            
(25) 室井力『現代行政法入門』（新版第２版）法律文化社、1990 年、184 頁。 
(26) 山内一夫『行政指導』弘文堂、1979 年、6 頁。 




























                            
(28) 建林正彦「産業政策と行政」、西尾勝・村松岐夫（編）『講座行政学（第 3 巻）：政策と
行政』有斐閣、1994 年、98 頁。 
























た。それで、次の第 2 項と第 3 項では、1993 年以前の日本と現在のベトナムに
おける行政指導の行政行為としての類似点と相違点について論じてみよう。 
  
                            
(30) 金子昇平「行政指導の法的諸問題」『法学論集』（第 16 号）駒澤大学、1977 年、124 頁。
（）は筆者補充。 
(31) 成田頼明・荒秀・南博方・近藤昭三・外間寛『現代行政法』有斐閣、1990 年、229 頁。 
(32) 中川丈久『行政手続と行政指導』有斐閣、2000 年、198 頁。 
(33) 塩野、前掲書（2005 年）、184 頁。 
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(34) 新藤宗幸『行政指導』岩波書店、1992 年、65 頁。 



























                            
(36) 新藤、同前書、68 頁。 
(37) 新藤、同前書、68 頁。 
(38) 山内、前掲書、68 頁。 




























                            
(40) 塩野、前掲書（2005 年）、184~185 頁を参照されたい。 
(41) 原田、前掲書、199 頁を参照されたい。 





























                            









































資法の施行細則（政府議定第 108 /2006/ND-CP 号（添付資料（4）を参照））の
















                            





























                            




















































































関連条文の施行細則を規定する政府議定第 108 /2006/ND-CP 号（添付資料（4）








































































































































































































































                            
(5) 自治体国際化協会『クレアレポートーベトナム行政改革』第 233号、2002年、14頁。 
(6) Vu Thi Hoai Phuong（ヴ・ティ・ホアイ・フオン）, “Hoan thien phap luat ve thu tuc 
hanh chinh trong dau tu”（投資における行政手続きに関する法律改善）, To chuc nha nuoc 























出所：“Viet nam co quy trinh lam trinh sach co mot khong hai”（ベトナムの政策制定過程
は唯一無に）、Vietnamnet新聞（http://tuanvietnam.net）、2008年 5月 13日 
 
 特に、最も重要な課題は、政策の制定過程において民間企業・業界団体の関
与が不足していることである。第 4 章に述べたように、「ドイモイ I」の推進に
より、法律制定過程はかなり解放された。しかし、経済開発するために実施す























































































































予算法改正、2003 年 11 月の土地法・国営企業法・合作社法の改正や、「1 つの
窓口、1つの印鑑」というスローガンが提唱されていることが挙げられる。さら






る Nguyen Xuan Phuc（グエン・スアン・フク）副首相は、「私たちは現行の行政
手続きの 3 割を簡素化させると同時に、行政手数料の 3 割を削減しました。こ
れは非常に重要な成果です」と話した(12)。 















2012年 7月 30日。 



























































                            
(16) 五島、前掲論文、国際金融情報センター、前掲書、99頁。 
(17) 白石昌也『ベトナムの国家機構』明石書店、2000年、167頁。 



























































において、法律の規定がない事態が発生した場合、第 2 章の第 2 節に述べた従
                            









































千葉勇夫 〇 〇 〇  〇 〇  
原田尚彦 〇 〇 〇   〇  






















































































































































































1966 年度における新しいエチレン製造設備は 35 万トンに制定されるべきこと、
そして既存の企業のみがこれらの設備を建設すべきであることを決定した。ま




























 山内一夫は、次のように行政指導の問題点をあげる。第 1 点は、公共の福祉
の軽視である。実は、事態を処理しようとする行政機関の動機のうちに公共の






















 第 4 点は陰湿性である。それは、表面上は、適法性をとりつくろいながら、
行政指導を不服する相手方に対して事前に警告がなされることなく、ひそかに
抑制的措置を扱うことである。 





















































山内一夫 〇 〇 〇 〇 〇 
原田尚彦  〇  〇 〇 


























































































































































2ラィチャウ省 r. r.!' 








































































































































 1959年憲法 1980年憲法 1992年憲法 










































国家機関 1996年法規規範文書制定法 2008年法規規範文書制定法 
国会 憲法 法律 決議 憲法 法律 決議 
国会常務委員会 法令 決議 法令 決議 
国家主席 国家主席令 決定 国家主席令 決定 
政府 決議 議定 議定 
政府首相 決定 指示 決定 
大臣および大臣級政府機関長 決定 指示 通知 通知 
政府直轄機関長 決定 指示 通知 なし 
最高人民裁判所裁判官会議 決議 決議 
最高人民裁判所長官 決定 指示 通知 通知 
最高人民検察院院長 決定 指示 通知 通知 
国家会計監査院長官 なし 決定 












４．「Van ban quy pham phap luat」は「法規規範文書」と翻訳する。法規規範文書は、国民の行動に関する規則を有し、
国民に対する強制力を有し、かつ国が社会関係の調整を実現することを保障することにおいて、この法律に定める権限、
形式、手順及び手続に従い、国家機関によって公布される、又は合同で公布される文書をいう。 
５．「Nghi quyet Quoc Hoi」は「国会決議」と翻訳する。国会決議は、国家の経済・社会発展計画、国家の財政政策、国
家の予算などを規定する。 
６．「Lenh va quyet dinh cua Chu tich nuoc」は「国家主席令及び国家主席の決定」と翻訳する。国家主席令及び国家主
席の決定は、国会の憲法、法律及び決議並びに国会常務委員会の法令及び決議に規定された国家主席の任務及び権限を行
使するものである。例えば、憲法、法律及び法令の公布令や、外国との二国間協定の批准の決定などである。 
７．「Nghi quyet cua Chinh phu」は「政府決議」と翻訳する。政府決議は、政府の任務及び権限を行使するために、方
針、政策、指導、保障などのことを規定する。例えば、国家予算に関する具体的な方針及び政策の決定、法規規範文書の
施行に関する人民委員会に対する指導、憲法及び法律の施行についての保障などである。 
８．「Nghi dinh cua Chinh phu」は「政府議定」と翻訳する。政府議定は、日本の政令に類似する法規文書である。政府
議定は、法律、国会決議、法令、国会常務委員会決議、国家主席令および決定の施行細則を規定する。 
９．「Quyet dinh cua Thu tuong chinh phu」は「政府首相決定」と翻訳する。政府首相の決定は、政府および中央から
基礎に至る国家行政系統の方針、指導措置および活動管理を決定する。 
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